
（様式１） 

 

令和７年  月  日 

質 問 書              

 

「家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務」について、次の項目を質問いたします。 

 

質 問 内 容 

 

①  

 

 

 

 

②  

 

 

 

 

③  

 

 

 

 

④  

 

 

 

 

⑤  

 

 

 

注）記入欄が不足する場合は複写して作成してください。 

 

商号又は名称 

 

 

部署名及び担当者名 

 

連絡先 

（TEL・メールアドレス） 

TEL： 

E-Ｍail： 



（様式２） 

 

業務実施体制回答書及び企画提案書提出届 

 

令和７年  月   日 

 

 

生駒市長  小紫 雅史 殿 

 

 

 

    所在地  

 

    商号又は名称 

 

    代表者職氏名 

 

(担当者連絡先) 

担当者氏名 

電話番号 

メールアドレス 

 

 

業務名  家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務 

 

 

本業務について別添のとおり、業務実施体制各種調書及び企画提案書を提出します。 

 

  



 

（様式３） 

 

注）令和７年１２月１日時点で記入してください。 

 

会 社 概 要           

会 社 名           
 

本社所在地           
 

委 任 先 所 在 地 
 

会社設立年月           
 

資 本 金           
 

事 業 所 数           
 

株式上場の有無           有り（   部上場）・なし 

社 員 数           

技術系       名 

事務系       名 

合  計       名 

 

その他 

 



（様式４） 

 

 

業 務 実 績 調 書 
過去１５年間において国、地方公共団体の物品の買い入れ又は役務の提供について、契約金額￥5,000,000 円

（税込）以上の契約を履行した実績（１件あたりの金額、完了済みであること）を記入してください。 

 

 
業 務 名 

 

発 注 者 業  務  内  容 実 施 期 間 

 

 

 

 

  
令和  年  月～ 

令和  年  月 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

 

注 1）業務内容は、主になる業務内容を記入してください。 

注 2）記入欄が不足する場合は複写して作成してください。 

注 3）業務実績調書に記載した事業の内容が分かる資料を各１部提出すること。契約書の写し（履

行期間・発注者・業務内容が分かるもの）があれば合わせて提出すること。 

 

 

 

 

 



（様式5）

氏名 生年月日

所属・役職

ア

イ

ウ

エ

オ

雇用関係を証する書類（いずれかに〇）

統括責任者調書

実務経験年数

「源泉徴収票」の写し（最新のもの）

※写しを別途添付すること

「健康保険被保険者証」の写し（市区町村の国民健康保険被保険者証は不可）
※保険者番号及び被保険者等記号・番号を復元できない程度にマスキング等施して
提出してください

「雇用保険被保険者証（又は、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書）」の写し

「住民税特別徴収税額の通知書（又は、住民税特別徴収税額の変更通知書）」の写
し
※市区町村が作成する「特別徴収義務者用」で最新年度のもの

「所得税の確定申告書」の写し（最新のもの）



（様式６） 

 

再 委 託 調 書 

分担業務の内容 再委託先又は協力先 理由（企業の技術的特徴） 

   

   

   

   

   

   

注１) 他の企業等に当該業務の一部について再委託を実施する場合にのみ記入すること。 

ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。 

注２）記入欄が不足する場合は複写して作成してください。 

 

 

 



様式７－１ 

企画提案書（  枚中のうち  枚目） 

（家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務） 

令和  年  月  日 

 

 

  

実施方法 ①取扱店の募集及び発注者への報告義務 

（注）提案内容は、文字フォント 11 ポイントを基本とし、2 枚以内とすること。また、枠内に記載すること。 

規定枚数を超えたもの又は枠外に記載したものは評価対象としない。様式は適宜コピーして使用して良い。 

本書は、サイズを A４版とし、片面印刷とすること。 



様式７－２ 

企画提案書（  枚中のうち  枚目） 

（家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務） 

令和  年  月  日 

 

 

  

実施方法 ②指定ごみ袋の保管・受注・配送業務 

（注）提案内容は、文字フォント 11 ポイントを基本とし、2 枚以内とすること。また、枠内に記載すること。 

規定枚数を超えたもの又は枠外に記載したものは評価対象としない。様式は適宜コピーして使用して良い。 

本書は、サイズを A４版とし、片面印刷とすること。 



様式７－３ 

企画提案書（  枚中のうち  枚目） 

（家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務） 

令和  年  月  日 

 

 

  

実施方法 ③家庭系一般廃棄物処理手数料（ごみ袋代金）徴収業務・取扱店への販売手数料（マージン）の支払業務 

（注）提案内容は、文字フォント 11 ポイントを基本とし、2 枚以内とすること。また、枠内に記載すること。 

規定枚数を超えたもの又は枠外に記載したものは評価対象としない。様式は適宜コピーして使用して良い。 

本書は、サイズを A４版とし、片面印刷とすること。 



様式７－４ 

企画提案書（  枚中のうち  枚目） 

（家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務） 

令和  年  月  日 

 

 

  

実施方法 ④５Ｒの推進・啓発業務（市民向け） 

（注）提案内容は、文字フォント 11 ポイントを基本とし、2 枚以内とすること。また、枠内に記載すること。 

規定枚数を超えたもの又は枠外に記載したものは評価対象としない。様式は適宜コピーして使用して良い。 

本書は、サイズを A４版とし、片面印刷とすること。 



様式７－５ 

企画提案書（  枚中のうち  枚目） 

（家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務） 

令和  年  月  日 

 

 

  

実施方法 ⑤５Ｒの推進・啓発業務（事業者向け） 

（注）提案内容は、文字フォント 11 ポイントを基本とし、2 枚以内とすること。また、枠内に記載すること。 

規定枚数を超えたもの又は枠外に記載したものは評価対象としない。様式は適宜コピーして使用して良い。 

本書は、サイズを A４版とし、片面印刷とすること。 



様式７－６ 

企画提案書（  枚中のうち  枚目） 

（家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務） 

令和  年  月  日 

 

 

 

実施方法 ⑥追加提案等 

（注）提案内容は、文字フォント 11 ポイントを基本とし、2 枚以内とすること。また、枠内に記載すること。 

規定枚数を超えたもの又は枠外に記載したものは評価対象としない。様式は適宜コピーして使用して良い。 

本書は、サイズを A４版とし、片面印刷とすること。 



 

 

（様式８） 

誓 約 書（暴力団排除関係） 

  年  月  日 

生  駒  市  長  様 

 

所  在  地 

商 号 又 は 名 称 

代表者役職名・氏名                   

 

当社（私）は、家庭系ごみ袋及び大型ごみ処理券販売等委託業務に係る契約の締結にあたり、下記

の記載内容を誓約します。なお、この誓約に違背した場合は、生駒市から契約解除措置等のいかなる

措置を受け、かつ、その事実を公表されても異存ありません。 

また、下記事項の該当の有無を確認するため、求めがあるときは、役員等一覧表（別紙様式、

受任者を含む。）を提出するとともに、生駒市が奈良県生駒警察署長に照会することを承諾い

たします。 

 

記 

 

1 当社（私）は、次に掲げる事項に該当いたしません。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）及び暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

（３）役員等が暴力団員であると認められる者 

（４）暴力団又は暴力団員が経営に実質的な関与をしていると認められる者 

（５）役員等がその属する法人若しくは法人格を持たない団体、自己若しくは第三者の不正な利益を

図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると認められ

る者 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しく

は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められる者 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

 

２ 当社（私）は、上記１に掲げる事項に該当する者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約を 

行いません。 

 

３ 当社（私）は、契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けた場合は、遅滞なくそ

の旨を市長に報告するとともに、警察に届けます。 

 

注）「役員等」とは、法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（市との

契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、法人格を持たない団体にあっては

法人の役員と同等の責任を有する者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表

者をいう。 

 


